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三田社会学第12号(2007)

議 題 設 定 と フ レー ミ ン グ

属性型議題設定の2つ の次元

竹下 俊郎

1.は じめに

 マスコミュニケー ション研究 にフ レームない しはフレー ミング(=フ レームを状況に適用す る行

為)と い う概念が導入 されたのは1980年 代だが、研究者の間で広 く注 目を集 めるようになったのは

1990年 代以降である。ここでのフレームとは、ある問題や出来事に対する解釈枠組みのことであ り、

また、フレー ミング効果 とは、メデ ィアがどのようなフレームを用いて報道す るかが、その問題や

出来事に対す る受け手の解釈や評価に影響を与えることと定義できる。

 いまやメディアテ クス トやその効果の分析に欠かせ ない概念道具 と目され るよ うになったフ レー

ムの概念 だが、 しか し、問題 も少 なくない。 フレームの定義の仕方が研究者 ごとに異な り、また、

研究方法も質的なものか ら量的なものまで多種多様である。百家争鳴 といえば聞こえはよいが、カ

オス的状況にあるといえないこともない。

 この小論では、メデ ィア議題設定研究の立場か ら、フレー ミング研究の うちでもとくにフレー ミ

ング効果 の分析手続きを、どう標準化できるかとい う課題 を追究す る。そのために、幅広い争点や

トピックに適用可能なフレーム概念を用い、かつメデ ィアのフレー ミングが人び との認識 に及ぼす

効果を、信頼 性の高いや り方で測定 しようと試みた。具体的には、A.エ ーデルステイ ン、伊藤陽
一
、H.ケ ップ リンガー(Edelstein, Ito,&Kepplinger,1989)が 提起 した 「問題状況(problematic

situations)」 図式をフ レームのモデル とし、 トピックとしては1990年 代初頭のバブル崩壊以降長

期化 した 「日本経済の低迷」を取 り上げ、2001年 東京都内で実施 した意識調査で、経済報道(新 聞)

のフレー ミング効果を検証 した1)。 こうした標準化に向けた試みは、研究結果の相互比較や理論的

一般化を容易にすることで
、フレー ミング研究に一定の貢献をなしうると考えられる。

2.フ レーム概念の多様な定義 と問題点

 T.ネ ル ソンとE.ウ ィ リーは、政治コミュニケー ション研究におけるフレームとい う語の用い

られ方を4つ に分類 している(Nelson&Willey,2001)。 第1は 「集合行為フレーム(collective action

frames)」 。これは社会学者が提起 したもので、社会運動で支持 をいかに動員す るか とい う戦略に関

わるものである(e.g., Gamson,1992)。 第2は 、 「決定フ レ0ム(decision frames)」 。心理学者は

実験に用いる課題の ワーデ ィングの仕方を微妙に変化 させ ることで、実験参加者の判断が大きく変

わることを示 した(Tversky&Kahneman,1981)。 人間の判断は、物事の客観的事実ではなく、そ

れ をどう解釈するかに左右 され るか らである。第3の 「ニュースフレ0ム(news frames)」 は、ニュ
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一スメデ ィアがメ ッセー ジを どう枠づけるかに関連す る。そ して、第4の 「争点フレーム(issue

frames)」 とは、特定の争点を報 じる際の視点 ・切 り口を意味す る。

 メデ ィアのフレー ミング効果に関連が深いのは、第3の ニュースフレームと第4の 争点フ レーム

であろ う。ニュースフレームの代表例 が、選挙 ・政治報道 における 「ゲーム」対 「実質的内容」フ

レーム(Patterson,1980)や 、 「戦略型」対 「争点型」フレーム(CapPella&Jamieson,1997)、

あるいは社会問題報道における 「エピソー ド型」対 「テーマ型」フレームである(Iyengar,1991)。

この種のニュ0ス フレームは、メデ ィアの組織的慣行や営業上の必要に起因するもので、特定のジ

ャンルの報道全般に見出すことができるものだ とネル ソンらは言 う。他方、争点フレームは、原発

問題や妊娠 中絶問題 といった個別具体的な争点に特化 した ものであり、このフレームの担い手は、

メデ ィア自体であるよりも、む しろ政策決定者や利益団体の広報担当者 、シンクタンク研究員 とい

ったニュースソースだ と考えられ る。ネル ソンが同僚 らと行なってきた研究も、この第4の 系譜 に

属す る(例 えば、Nelson, Clawson,&Oxley,1997)。 とはいえ、メディア 自体 も、論説や解説 ・分

析記事などによって、ある争点の特定のフレー ミングに積極的に加担する場合もあるだろう。

 フ レー ミング効果 に限って言えば、第3の ニュースフレームに関す る研究には次のような問題点

がある。まず、おおざっぱな二項対立的フレームに依拠す ることで、ニュースの描写法を過度に単

純化する危険性がある。 さらに、受 け手側 もメデ ィアのそれ と対応 したフ レームで認識を行なって

いるのかとい う効果形成過程の問題 をバイパス して、ニュースフ レーム と後続効果(た とえば、社

会問題 の責任帰 属の認知)と をじかに関連づけて しま う場合が少なくない。

 他方、第4の 争点フレームに関す る研究は、ある争点に固有な条件 を特定 し、詳細な分析を行な

うには有用だが、争点報道におけるメディアの役割に関 して一般化を導き出す とい う方向にはなか

なか進みに くい。もちろん、「汎用性」を持った争点フレームモデルを構築 しようとする試みがこれ

までになかったわけではない。たとえば、W. R.ニ ューマン、 M.ジ ャス ト、 A.ク リグラー ら

が提起 した5項 目のフレームモデル(「 実利主義」 「対立」 「無力感」 「人的影響」 「道徳性」)は その

一例であろう(Neuman
, Just,&Crigler,1992)。 ニューマ ンらは、1987年 か ら88年 にかけて40

名余 りの市民を対象に実施 した深層面接で、5つ の公共的争点(ア パル トヘイ ト、スターウォ0ズ

構想 〔SDI〕、1987年 の株価の暴落、薬物乱用、エイズ)が どう解釈 され評価 されてい るかを調べ

た。その結果 として、どの争点を解釈する場合にも登場す る、い くつかの中心的なフレームを見出

したのである。ただ、相対的に顕著なフレームのセ ッ トであって も、その体系性や網羅1生とい う点

では疑問が残 る。

3.マ クロな属性あるいはフレーム としての 「問題状況」図式

 1970年 代か ら始まったメディア議題設定効果研究は、当初は、経済や外交 ・防衛、福祉政策 とい

った一群 の公共的争点間の優先ll圓立に着 目し、メデ ィアの側で相対的に重要だと判断 された争点が、

受 け手の側でも同様 に重要視 される傾 向があるかど うかを追究 してきた(McCombs&Shaw,1972)。

 しか し、「メディアか ら公衆の側への顕出性(≒ 重要性)の 転移」とい う議題設定の基本的なアイ
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ディアは、さまざまな応用が可能である。た とえば、特定の争点や候補者 について報道す る際にも、

メデ ィアは、その争点や候補者の どの属性(=側 面、具体的には下位争点や人物特性など)を 強調

し、どの属性 を無視す るかとい う取捨選択 と格 付けの作業を、やは り行なっている。結果 として、

くだんの争点や候補者が持つ どの属 性に受 け手の注意が向 くか、 どの属性 を手がか りに受け手が争

点や候補者を認識するか とい う点で も、一種の議題設定効果が働 くと予想 され る。 これが、いわゆ

る 「第2レ ベルの議題設定(the second level of agenda-setting)」 ない しは 「属性型議題設定

(attribute agenda-setting)」 の考 え方である。ただ、一見 して、フ レ0ミ ング効果の概念 と類似

点が少なくないことがわかるだろ う。

 1990年 代に入 り、議題設定研究において属1生型議題設定の概念が提起 され るよ うになった(た だ

し、その萌芽は1970年 代半ばから存在する 〔Weaver, Graber, McCombs,&Eyal,1981〕)。 さらに

数々の実証研究 も登場 してきた。結果 として、フ レー ミング研究 と属性型議題設定研究 とはきわめ

て似 たテーマを追究することにな り、それゆえ、両概念 の類似点 と相違点 をめぐって、両陣営の研

究者 はさまざまな論争 を繰 り広げてきた(竹 下,1998,6章;Weaver,2007)。

 属性型議題設定 とフレー ミングとの収敏の可能性 について論 じたM.マ コームズ とS.ガ ーネム

によれば、属性型議題設定における属性 には、客体(争 点、候補者 など)が 持つ多様な要素の うち

で顕 出的になった要素 とい う 「ミクロ」次元の属性 から、顕出化 した要素にまとま りを与える抽象

的なアイディアとい う「マクロ」次元の属性までを想定できるとい う(McCombs&Ghanem,2001)。

ミクロな属性を 「側面(aspects)」 、マクロな属性 を 「中心的テーマ(central themes)」 と彼 らは

呼んでいる。後者は受け手を特定の推論や評価へ と誘導するものだが、フレー ミング研究における

フレームとはまさにこの中心的テーマのことだ とマコームズらは考える。議題設定研究の観点から

な され たこのよ うなフレームの定義に対 しては、フ レー ミングの研究者か ら異議が出るか もしれな

い。 しか し、フレーム とい う同 じラベルの下に多種多様なアプローチや定義が混在す る現実に�一み

て、マコームズ らの定義 もまた、フレームのひ とっの定義だ と主張することは可能だろ う。

 本論文では、このマコームズらの概念枠組みにのっとり、マ クロな属1生としての中心的テーマ(=

フレーム)が 、受け手にどのよ うな効果を持つかを実証的に検討す る。その際、操作手続 きの信頼

性 とフレームモデルの適用性 の2点 に とくに配慮 したい。前者に関 しては、争点報道における中心

的テーマ としてのフレームを、研究者の直観 に頼るのではなく、 より信頼1生の高い手続 きによって

抽 出す ることを試みたい。後者に関 していえば、研究結果の比較や追試を可能 にす るためには、ア

ドホ ックな争点フ レームではなく、 より広い適用性 を備えたフ レームモデルを用いることが望ま し

い。そ うした 「汎用型」フレームモデルの候補 として、エーデルステイン らが提唱する 「問題状況

(problematic situations)」 図式を取 り上げ、分析に適用する(Edelstein et al.,1989)。

 「問題状況」図式 とは、人がある状況を何故に問題をは らむもの(problematic)と して認識する

のか、そのさまざまな理由を体系的なカテ ゴリーにまとめたものである。エーデルステイ ンらは、

哲学者J.デ ューイの議論、そ してよ り直接的には教育心理学者の、教育における問題解決に関す

る研究に依拠 しなが ら、問題状況認知の分類枠を作成 した。それは以下のような7カ テゴ リ0か ら
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成 る。

1.Loss of value[損 失]一 一個人にとっての何 らかの価値あるモ ノが損失 した状態。

2.Need fbr value[必 要]一 一個人に とっての何 らかの価値 あるモノが不足 し、それが求 められ

ている状態。

3.Institutional breakdo㎜[制 度崩壊]  制度 レベルでの価値の損失。統治機構、教育、家

族 といった社会的制度が、適切 に機能 しなくなった り、社会的ニーズに合わな くなった状態、

4.Social conflict[対 立]一 他 のアクター問、制度間で対立が見出される状態,個 人間や政府

間での戦争や競合 ・競争な ど。

5.Indeterminate situation[不 確実 さ]  不確かで、曖昧、混乱 した状態。

6.Steps toward solutions[解 決への措置]  問題解決に向けてのなん らかの策を要求 した り、

提案 した り、あるいは策が実行 されている状態。

7.Blocking[妨 害]一 一個人や集合体が、あるアクターによって進路を妨げられている状態。

やや抽象度の高い分類図式ではあるが、しかしそれゆえに、多様な争点や問題に適用可能だと考え

られる。

4.本 調査の概要

(1)調 査のテーマ

本調査のテーマ として取 り上げた争点は、1990年 代初頭のバブル崩壊以降、長期にわたって低迷

を続けてきた 「日本の経済状況」である。経済は、一面では雇用や物価、暮 らし向きといった個人

的経験 から実感できる問題であるが、他方、マクロな状況は主にメディアを通 して知ることが多い

とい う点で 「間接経験的争点」(Weaver et al.,1981)と しての性格も持 っている。「失われた10年 」

とも呼ばれた ように、 日本経済がなぜか くも長 きにわたって低迷 したかについては、専門家や実務

家の間でも諸説紛々である(ご く簡単なレビューは、竹下,2003)。 この複雑 な問題について、一般

の人び とが どのような視点か らど う理解 しよ うとしているのか、また、マスメデ ィアの報道は人び

との問題理解 に対 して、どのような影響を及ぼ しているのか、を追究 した。

(2)予 備調査:フ ォーカスグループイ ンタビュー

 まず、予備調査 としてフォーカスグループインタビュー を実施 した。1999年 の9月 か ら12月 に

かけて、20歳 代か ら60歳 代までの男女を対象に、職業的にも学生、主婦、サラリーマン、退職者

などとバ ラツキをもたせて、5セ ッシ ョンに分 け計28人(う ち女性は12人)に 集まってもらい、

低迷する 日本の経済状況の うち、何がいちばん問題だと思 うかをできるだけ自由に語ってもらった。

録音 されたインタビュー内容はテープ起 こしされ、意識調査質問作成のための資料 として用いられ

た。
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(3)意 識調査:東 京都民調査

 2001年5月 下旬か ら6.月初めにかけて、東京都在住の20歳 以上70歳 未満の男女800人(住 民

基本台帳か ら無作為抽 出)を 対象に意識調査を実施 した。留置法を用い、有効回答数は556(69.5%)

であった。調査地 を東京都に した理由のひとつは、都 内のかな りの地域が、全国紙の東京本社発行

最終版の配布地域であ り、縮刷版 を用いた内容分析 と対応がとれる とい うことがある。

 本論文と最 も関係す る質問  日本の経済状況を調査対象者が どのよ うなフ レームで捉 えている

かを調べる質問  は次のようなものである。まず冒頭の質問は 「今の 日本の経済 をめぐってはい

ろいろな議論があ りますが、あなた ご自身は、A～Lの よ うな事柄は どのくらい問題 だとお考 えで

すか」。そ して、12項 目の陳述それぞれに対 して、「4,か な り問題だ と思 う」「3.あ る程度は問題

だと思 う」「2.あ ま り問題 とは思わない」「1.問 題 とはいえない」のいずれかで、問題 としての"重

大 さ"あ るいは"深 刻 ざ'を 評価 してもらった。

 12項 目の陳述の内容については、フォーカスグループインタビュ0に おける参加者 の発言内容 に

もとづき、かつエーデルステインらの 「問題状況」図式 との対応 をも考慮 しなが ら決定 した。図1

の最左列に各項 目の具体的なワ0デ ィングが示 されている。今回はエーデル ステイ ンらが提起 した

「問題状況」図式の うちの5カ テ ゴリー を用いた(以 降、 これ らを 「問題状況フ レーム」 と呼ぶ)。

他のカテ ゴリーについては、それ らと対応す る発言 がフォーカスグループインタビューで見出せな

かったためである。マ トリックス中のHの 記号は、質問を作成する段階で、12項 目の陳述が どの問

題状況フレームと対応する と仮定 されていたかを示 している。 このよ うに質的分析(フ ォ0カ スグ

ループインタビュー)と 量的分析(意 識調査)と を結びつける試みは、すでに1970年 代の 「利用 と

満足」研究で導入 されてお り、今回 もそ うした先行業績を参考に している(McQuail, Blumler,&

Brown,1972)o

(4)内 容分析:新 聞の経済報道の分析

 マスメデ ィアの経済報道における経済問題 のフレー ミングの仕方 を調べるために、内容分析 を実

施 した。素材の入手可能性 とい う条件か ら、分析対象は新聞に限定 した。東京都民の主読紙である

「朝 日新聞」と 「読売新聞」(意識調査の結果では、回答者の70%が いずれかを読んでお り、うち7%

は両紙を併読)を 対象 とし、意識調査の実施時期に先立つほぼ1年 間=52週(2000年5月21日 ～

2001年5月19日)を 分析期 間とした。曜 日ごとに52日 分か ら13日 分を系統抽出 し、この13構

成週(constructed weeks)に 該当す る日の朝刊 と夕刊(夕 刊休刊 日を除 く)を サンプル とした。

 分析紙面は毎号で最重要 と判断 されたニュースが掲載 される第1面 に絞 り、そこに登場 した 「経

済関連記事」を分析対象 として選定。 ここでの経済関連記事 とは、基本的に 「日本(国 内)経 済」

に関連 した もので、生産や消費の動向についてだけでな く、雇用や政府 の経済政策な ど、かな り広

い範囲にわたっている。外国の経済動向や外国企業などに言及 しているものは、 日本への影響が記

事の主題 となっている場合にのみ分析にかけた。

 対象記事は、(a)経 済の下位争点 と(b)問 題状況フレームの両カテゴ リーに したがい分類 した。

8



特集:メ ディア研究におけるフレーム分析

質問項目

関連する

下位争点

問題 状況フレーム

損失  必要  制度  対立  不確実さ

         崩壊

A.日 本の景気が低迷し

ていること
景気

H

l
A

B.失 業率が上がったり、就

職が難しくなったりしている
こと

雇用

H

l
A

C.公 共事業や補助金など

で、税金のむだ使いが見ら

れること

既得権益
擁i護

H

l
A

D.国 や地方 自治体の「借

金」が膨大な額にのぼって
いること

公的債務
残高

H

l
A

E.若 い世代ほど、負担に

見合った額の年金がもらえ

ない恐れがあること

年金制度

H

l
A

F.税 金や年金・健康保 険

などの負担が今後増えそう

なこと

公的負担

H

l
A

G.金 融機 関の不良債権の

処理がなかなか進まないこ

と

不良債権
処理

H

l
A

H.政 府や企業の情報公

開がなかなか進まないこと
情報公開

H

翫
A

1.年 功序列賃金から業績

給に変える企業が増 えてい
ること

成果主義

H

l
A

J.安 い輸入 品との競争に

負けてしまう国内産業が見
られること

国際競争
力

H

l
A

K.役 所が業界を保護した

り指導したりする政策が続

いてきたこと

行政指導
H

l
A

L.「結局 、国が何とかして

くれる」という意識の人が少

なくないこと

官依存意
識

H

翫
A

              図1仮 説的分析枠組み
表中のHは 、各質問項目の仮定された位置を、またAは 、因子分析の結果(表1参照)から推
定される、各質問項 目の位置をそれぞれ示す。
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下位争点 とは、フォーカスグループイ ンタビューか ら抽出 した12項 目が、広義の経済問題のそれぞ

れ どの側面に該 当するのかをカテ ゴリー化 したものである(図1参 照)。 また、今回の分析単位 は1

本 ごとの記事である。(a)(b)と も、1本 の記事は原則 として1つ のカテゴリーに分類す るもの

とした。ただ し、内容によっては2つ までのカテ ゴリーへのダブルコーディングも認めた。 あらか

じめ訓練を受けた2人 の学部学生がコーダー として各対象記事の見出しお よび原則 として第1パ ラ

グラフまでを読み、コーディングを行 なった。コーダー間の判定の一致度 を示す信頼1生係数(Scott,s

.ρ1)は、経済の下位争点カテ ゴリーに関 しては0.86、 問題状況カテ ゴリーに関しては0.79で あ り、

いちお う満足のいくレベルだと考え られ る。

5.結 果の分析

(1)有 権者の問題状況認識

 意識調査の回答者 となった都内在住 の有権者 は、低迷する日本経済のどこに問題があると認識 し

ていたのだろ うか。図1左 側に示 したA～Lま での項 目の うち、「かな り問題だ と思 う」と答えた人

の比率が最 も高い項 目は、「C.公 共事業や補助金な どで、税金のむだ使いが見 られ ること」(64%)

で、「A.日 本の景気が低迷 していること」(61%)、 「D.国 や地方 自治体の 『借金』が膨大な額に

のぼっていること」(61%)が これに続 く。逆に、問題 として認知す る人が少ない項 目としては、「1.

年功序列賃金か ら業績給に変える企業が増 えていること」(7%)、 「J.安 い輸入品 との競争に負 け

て しま う国内産業が見 られ ること」(17%)な どがある(紙 数の都合で、表 は省略)。 景気の低迷を

懸念 しつつ も、財政支出に批判的で、かつ従来の保護主義的な慣行が変わることへの抵抗が少ない

とい う傾 向は、今回の意識調査が大都市住民を対象 としているためか もしれない。

 さて、 日本経済に対する問題状況認識がどう構造化 されているかを調べ るために、回答選択肢を

4ポ イン トスケール とみな し、因子分析(主 因子解、バ リマ ックス回転)を 行なった。結果を示 し

たのが表1で ある。 固有値1.0以 上の基準で4つ の因子が抽出 された。

 第1因 子は、「H.情 報公開(以 下では、実際のワーディングに代 えて、関連す る下位争点名 〔図

1の 下位争点の列で示 したもの〕で略記する)」 「G.不 良債権処理」「K.行 政指導」など6項 目の

因子負荷量が特に高い。 「問題状況」図式の観点か ら解釈す ると、これは 「制度崩壊」フレームを表

わす因子だ といえる。第2次 世界大戦後か ら1980年 代まで、他国もうらやむ高度なパフォーマ ンス

を誇ってきた 日本の経済システムが、いまや国内外の変化に対応 できず、数 々の機能障害 を引き起

こしている  。 こ うした観点か ら現在の 日本経済の状況 を理解 しようとするのが このフレームで

ある。

 第2因 子は、 「F.公 的負担」 「E.年 金制度」の2項 目の因子負荷量が高い。 これは 「損失」フ

レームと解釈できよう。エーデルステインらの元来の定義では、「損失」とは過去に保持 していた価

値 あるモノが失われつつあるとい う点 を問題視す るフレームである。 しか し、今回の例のように、

将来の実施が必然視 されている増税や年金減額 といった"予 期 される損失"も 、このフレームに含

めて良いのではなかろうか。
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 第3因 子は、 「A.景 気」 「B.雇 用」の2項 目を中心 とした ものである。不況や雇用難iといった

問題 は、問題の渦 中にある人び とだけでなく、社会全体に対 しても先行き不透明で何 となく不安 な

雰囲気を醸成す る。 「問題状況」図式の中では 「不確実さ」 フレームに相 当す るといえよ う。

 最後の第4因 子は、「1.成 果主義」や 「J.国 際競争力」の項 目が高い因子負荷量を持つ もので、

「対立」フレームに相 当しよう。エーデルステイ ンらの説明によると、このフレームには、抗争や

闘争だけでなく、競争もまた含まれる。

表1「 経済状況に対する問題認識」因子分析結果(主因子解 バリマックス回転)

質問項目(略記)
H.情 報公開

G.不 良債権処理

K.行 政指導

D.公 的債務処理

L.官 依 存意 識

C.既 得権益擁護

F.公 的負担

E.年 金制 度

気

用

景

雇
八

a

1.成 果 主義

J.国 際競争力

第1因 子  第2因 子  第3因 子  第4因 子

〔制度崩壊〕  〔損失〕  〔不確実さ〕  〔対立〕
                    0.200.65

0.63

0.60

0.53

0.52

0.48

0

7

0

0

1

     0.23

固 有 値  3.91

寄 与 率  17.5%

o.zo

O.26

0.36

0.35

0
0

翼
》

ハ0

爵0

0

0

0.25

0.11

0.23

0.32

0.12

1

0.15

4
1

0
》

7
」

FO

O

ハ
U

0.26

一〇
.11

1

-0
.11

0.23

(
U

『
0

4
1

n
∠

(U

ハ
U

ゐ0

0

F
》

F
》

0

ハU

1.39

10.9%

'1

%

2

℃

t

9

5

%

0

7

t

6

注:一 一 因子負荷量 の絶 対値 が.10未 満 のセル

このように因子分析の結果では、A～Lの12項 目は、「制度崩壊」「損失」 「不確実さ」 「対立」とい

う4つ の問題状況フレームにまとまるよ うである。結果を図1の マ トリックスにAの 文字でプロッ

トした。この図に示 したように、われわれ は、上記4つ に 「必要」フレームを加 えた5フ レームに、

12項 目は分かれる と仮定 していた。 しか し、図の矢印で示 した ように、 「H.情 報公 開」や 「L.

官依存意識」の項 目は、「必要」フ レーム  われわれは、従来の 日本型 システムに欠けてお り導入 ・

獲得すべきモノを表わす と仮定 したのだが  ではなく、「制度崩壊」フ レームに属すると見なされ

たよ うである。回答者 は、時代の変化の要求に制度が対応できない、 とい う文脈でこれ らを解釈 し

たのかもしれない。 しか し、残 り10項 目に関しては、因子分析結果 を見 る限 り、われわれの仮定 と

回答者が解釈 した問題状況フレームとは合致 していた。

11



三田社会学第12号(2007)

(2)ミ クロ属性次元の議題設定:下 位争点 レベルでの効果

 先に掲げた分析手順 にもとづ き、朝 日新聞、読売新聞の第1面 の経済関連記事を内容分析 した。

まず、下位争点による分類の結果を示 したのが、表2の 左半分である。今回サ ンプ リングした13週

分の第1面 に掲載 された経済関連記事で、なおかつ、見出 しと第1パ ラグラフの範囲内でなん らか

の問題状況を示唆す る記述が含まれている記事は、朝 日93本 、読売90本 の計183本 であった2)。

両紙は、 どの下位争点を取 り上げたか とい うカテゴ リー分布においてもよく似ていたので(ス ピア

マン順位相関係数で.79、N=12、 片側検定1%水 準で有意)、表2で は両紙合わせた結果 を示 した。「既

得権益擁護 」に関連 した記事が最 も多 く、「景気」 と 「不良債権処理」、そ して 「公的負担」に関 し

て取 り上げた記事がそれに続 く。

表2新 聞の経済報道における経済問題の下位争点の強調度と有
権者における重要性認知度

下位争点

朝日・読売合計

 % 順位

景気
雇用
既得権益擁護
公的債務残高

年金制度
公的負担

不良債権処理
情報公開
成果主義

国際競争力
行政指導
官依存意識

13.7 (2)

8.7 (6)

20.8 (1)

1.6(10)

5.5 (8)

11.7 (4)

13.7 (2)

8.2 (7)

0.5(12)

4.4 (9)

9.8 (5)

1.1(11)

その他
計

N

 3.3

102.7

183

東京都民調査
平均得点 順位
3.54  (2)

3.46    (4.5)

3.65  (1)

3.51  (3)

3.45  (6)

3.46    (4.5)

3.22  (7)

2.98  (9)

2.28    (12)

2.72    (11)

2.96    (10)

3.07  (8)

                     530

注:下 位争点の重要性認知の平均得点(右半分)は 、「かなり重要だと思
う」ニ4点 から「問題とはいえない」=1点 までの4点 尺度の平均点。 内容
分析(表 の左半分)は複数コーディングのため合計は100%を 超える。

他方、有権者の側はどの下位争点を重要だと考えていたのだろうか。意識調査においてA～Lま

での12項 目をどのくらい問題だと思うかを4ポ イン トスケールでたずねたときの平均得点を、ここ

では回答者側の下位争点顕出性の指標と見なした。回答者全体としての結果を示したのが表2の 右

半分である。

 下位争点レベルでの議題設定効果を検証するために、新聞側の争点強調順位 と有権者側での争点
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重視順位 との相関をとってみた。両者 の類似度が高ければ、メデ ィアから受け手への効果を推定す

ることができる。もちろん相関関係があって も因果関係の証明にはならないが、日本経済全体につ

いての個々人の認識 を調べている以上、そ うしたマクロな認識の形成にメデ ィア報道が大きく関わ

っていると仮定す ることは妥当であろう。

 新聞の下位争点強調度 と有権者の下位争点重要性認知 との関連を示 したのが表3で ある。回答者

全体で見た場 合、スピアマン1側立相関係数は.59と な り、統計的にも有意である。 さらに回答者を

「経済報道への注意度」の レベルに応 じて3分 割 した うえで、グループ別に相関を計算 してみた。

この経済報道への注意度は、調査票 に含まれ る2つ のメジャー一一①新聞への接触度 と②政府の経

済政策への関心度3) をかけ合わせることによって構成 したものである。単なるメデ ィア接触度

よ りも、関連するニュースへの注意度のメジャーのほ うが、議題 設定効果をよ りうまく説明できる

ことは、別 の研究によっても示 されている(Takeshita&Mikami,1995)。

表3新 聞の下位争点強調度と有権者の下位争
点重要性認知との関連(スピアマン順位相関係数)

Rho N

回答者全体 .59*

経済報道への注意度

    高      .58*

    中      .56*

    低      .59*

12

ウ
乙

ハ∠

0
ム

注:*p〈.05(片 側 検定)

 「経済報道への注意度」は、"新聞への接触度"と"政
府の経済政策への関心度"とをかけあわせることで構
成した。

 もし注意度が高いほどメディア側と受け手側 との間の相関が高まるならば、メディア効果の存在

を補強する証拠となるだろう。ただし今回は必ずしもそうはならなかった。表3が 示すように、注

意度が高 ・中 ・低のいずれの場合も相関係数は回答者全体のそれとほとんど変わらない。そしてい

ずれも統計的には有意である。この知見から、新聞報道は人びとに対して飽和的に議題設定効果を

もたらしていたと解釈できるかどうかは、もう少し検討を重ねてみないとわからない。 ともあれ、

下位争点レベルで、メディアの強調度と有権者の重要性認知度との問に有意な関連が見られたこと

は、ミクロ属性次元での属性型議題設定効果の存在に一定の支持を与えるものである。

(3)マ クロ属性次元の議題設定:問 題状況 フレーム レベルでの効果

次に、マクロ属 性次元  本論文の場 合には、問題状況フ レームの レベルー一での分析へ と移 ろ
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う。この レベルでの属性型議題設定効果は、 したがってフレー ミング効果 と言い換えることができ

る。

表4は 、何 らかの下位争点に言及 していた新聞記事が、どのような問題状況 フレ0ム を用いてそ

の争点にっいて語 っていたかを判定 した結果である。まず、記事全体の39%が いずれの問題状況 フ

レームにも 「言及な し」 と判定 され ている。 これは内容分析のや り方が、あ くまでも記事の執筆者

が当の問題 をどのよ うなフレームで定義 しようとしていたか(コ ーダー 自身や世間一般がその問題

をどう解釈す るかではなく)を 判定するものであ り、したがって記事 中に特定のフレームを意味す

るよ うな明示的な記述があるものに限って分析 を行なったためである。

表4新 聞の経済報道における問題状況フ
レームの言及頻度(朝 日・読売合計)

問題状況フレーム

損失
必要

制度崩壊
対立
不確実さ

1.6

2.7

1

2.2

8.7

解決への措置

妨害

解決策の帰結

問題状況の否定

問題状況への言及なし

35.0

1.1

1.1

..

計

N

112.0

183

注:複 数 コー ディング を認 め てい るた め 、

合計 は100%を 超 える。

朝 日と読 売 の結 果 は か なりよく似 ていたの

で(Spearman'sρ=.93, N=8)、 合 算 した 。

 今回の内容分析では、アメ リカ、フランスそれぞれの大統領選挙報道 を 「問題状況」図式を用い

て分析 したA.メ イジャーにならい、上述の7つ の問題状況フレームに 「解決策の帰結」(こ れまで

解決策を講 じた結果やそれに対す る評価)と 「問題状況の否定」(状 況が問題含みであるとい うこと

自体を否定する発言)と い う2カ テゴリーを追加 した(Major,1992)。 しか し、 「問題状況の否定」

に該 当す る記事は見出せ なかった。

 問題状況フレームの中で 「解決への措置」が最 も多 く登場す るのは、政府高官や財界 ・企業 トッ

プなどの発言を報 じた記事で、経済問題に対す る何 らかの対策に言及 されることが多いか らであろ
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う。低迷す る経済状況 をどう理解 しているか とい う、われわれがフォーカスグループインタビュー

か ら抽出 した5つ の問題状況フレームに関していえば、新聞で際立って強調 されていたのは 「制度

崩壊」フレームであり、それに続 くのが 「不確実さ」フレームであった。他の3フ レームの出現頻

度 はずっ と低 くなる。

 それでは、報道 における問題状況フ レームのこうした強弱のパターンが、受 け手に対 してフ レー

ミング効果 をもた らしているのか どうかを検討 しよ う。意識調査での回答の因子分析結果(表1)

か ら、4つ の問題状況フレームに対応する と解釈可能な因子が抽出された。各因子の因子得点スケ

ールは、対応す る問題状況 フレームに関する重要性認知のメジャー と見なすことができる。そ こで、

これ らのメジャーと、前項でも使用 した 「経済報道への注意度」のメジャー との関連 を調べてみた。

仮にフレー ミング効果が存在す るならば、メデ ィアの経済報道への注意度が高い人 ほど、報道 内で

強調 された問題状況 フレームを、よ り重要なもの と認知する傾 向があるだろ う。す なわち、注意度

とフ レーム認知度 との問には正の相関が見出せ るだろ う。

 検討の結果を示 したのが表5で ある。新聞の経済報道で最 も強調 されていたフレームは 「制度崩

壊」であった。表5左 列 を見 ると、経済報道への注意度 と 「制度崩壊」フレームに対する重要性認

知 との間には有意な正の相関(ピ ア ソン相関係数で.31)が 見 られ る。また、新聞で2番 目に強調

されていた 「不確実 さ」フレームに関して も、 「制度崩壊」フレームの場 合よりはやや弱い ものの、

やは り有意な正の相関(.17)が 見出された。他方、新聞報道で強調 されていなかった 「損失」と 「対

立」フレームに関 しては、報道への注意度 とフレーム重要性認知 との間に、有意 な関連は見 られな

かった。

 さらに、報道への注意度 と重要性認知 との関連が見かけの相関か どうかをチ ェックするために、

いくつかの変数をコン トロール してみた。新聞への接触度は性別や年齢によって偏 る傾向がある。

また、政党支持一 ただ し、今回は与党を支持す るか否かとい う区別だけ  も考慮 した。結果が

表5の 右列である。偏相関分析の結果でも、「制度崩壊」と 「不確実 さ」フレームについては、有意

な関連が見 られ る(そ れぞれ、.24と.14)。 これ らは、あくまでも相 関分析の範囲内ではあるが、

フ レー ミング効果の存在を支持するデータだ といえよ う。

6.議 論

 属性型議題設定研究の観点か らメディアフレームを定義す るならば、フレームとは、メディアが、

特定の争点や人物 を描写する際に用いる 「中心的テーマ」(=マ クロ次元の属性)と 定義 しうる。本

研究では、この意味でのフレームを、質的分析(フ ォーカスグループイ ンタビュー)と 量的分析(統

計調査)と を組み合わせた、信頼性の高い手続 きによって抽出 しようとを試みた。 また、特定の問

題 だけにあてはまるア ドホ ックなフ レームではなく、よ り広い適用性を持つ フレーム概念 とするた

めに、エーデルステインらの 「問題状況」図式をフレームのモデル として採用 した。 フレームモデ

ルの 「汎用性」が増す ことで、他の研究 との比較や追試がより容易になるだろ う。

 「日本の経済状況」を研究テーマ とし、新聞報道の内容分析 と東京都在住の有権者に対する意識
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表5フ レーミング効果のテスト=新聞の経

済報道への注意度 と各問題状況フレーム

の重  認知との 連(ピ アソン  ,、

目 目

問題状況フレーム

 
壊
 
さ

 
崩
 
実

失
度
立
確

損
制
対
不

一
.03    .01

.31**    .24**

.02   -.05

.17**    .14**

注:「経済報道へ の注意度」は、"新聞への接触

度"と"政 府の経済政策への関心度"と をか けあ

わせることで構成 された。
4つ の 「問題状況フレームの重要性認知」は、

表1の 因子分析で抽出された各因子の因子得

点スケールである。

偏相関でコントロールされ た変数は、"性別"

(女性=1,男 性=0)、"年 齢"、"与 党支持"(支 持

与党=1,そ の他二〇)である。
**p〈.01片 側検定

調査とを組み合わせた分析から、メディアによる経済問題のフレー ミングが受け手側の経済問題の

認識の仕方に影響 していることを示す知見が得られた。新聞の経済報道では、低迷する日本経済の

状況を定義する際に、「制度崩壊」フレーム(次 いで 「不確実さ」フレーム)が 比較的よく用いられ、

他方、受け手の側でも、経済報道を注意してよく読む人ほど、同じフレームを重視する傾向が見ら

れた。

 この知見は、次のような意味合いを持っている。日本の 「失われた10年 」の問題点を論じるとき、

経済の専門家の間でも大別して2つ の立場がある。一方は、不況の原因として景気循環的要因を重

視 し、適切なマクロ経済政策がとられなかったことが経済の長期低迷をもたらした主因だとする立

場である。他方、より構造的な要因を重視し、景気対策よりも日本型政治経済システムの構造改革

こそが優先されるべきだとする立場がある。今回の調査結果から見る限り、新聞も東京都民も後者

の見方に傾斜していたようである。これは、メディアや有権者が為政者の政策的立場から影響を受

けたせいかもしれないが、逆に、メディア論調や世論の一定の傾向が、政府がとりうる政策の幅を

規定する可能性も否定できない。奇 しくも今回の意識調査の実施時期は小泉内閣発足(2001年4月

下旬)の 直後にあたっていた。「構造改革なくして景気回復なし」と唱えた小泉内閣に、国民が少な

からぬ支持を与えた理由の一端を、本調査結果は示 しているといえよう。

 ただ、本研究はまだ試論的な分析であり、理論面でも方法面でも今後検討すべき課題は少なくな

い。例として、内容分析に関わる問題をいくつか指摘しておこう。第1に 、今回は新聞報道の内容

分析の期間を意識調査実施にさかのぼる1年 間としたが、これは便宜的に決められたものであり、
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さらなる検討が必要である。 ただ、同 じデータを用いた別の分析で、内容分析期間を意識調査実施

前6ヶ 月にまで短縮 して も、本論文で報告 した結果 とほとん ど差が出ないことは確認 している(竹

下,2003)。 もともと議題設定効果の最適効果スパン(=メ ディア議題 と受け手議題 との関連が最大

になるよ うな、メデ ィア議i題測定期 間の長 さ)に っいてはまだ定説がない状態だが(Wanta,1997)、

フレー ミング効果の場 合にもそれがあてはまる。第2に 、新聞では第1面 のみを分析対象 としたが、

フレームを調べ るとい う趣 旨からいえば、1面 以外の論説や解説、分析記事などももっと分析に含

めるべきかもしれない。第3に 、問題状況 フレームは抽象度が高いため、内容分析のコーダーの ト

レーニングをかな り念入 りに行なわない と、 コーダー間の信頼1生を満足できるレベルに保てない可

能性がある。

【註】

1)本 論文の調査知見は、科研費研究成果報告書として発表済みのものである(竹 下,2003)。 ただし、新聞の内

 容分析に関しては、今回、残余カテゴリー部分のコーディングを再点検し、若干のミスを修正した。しかし、

 結論部分は変化していない。

2)政 府関連の会議日程や個別企業の動向、株式市場や外国為替市場の値動きなどで、単に事実のみを伝えてい

 る記事は分析から除外した。たとえば、「東証、終値○○円安」という内容だけの記事は分析対象外である。

 しかし、「株続落、○○円、バブル後最安値を更新」といった見出しが付く場合、日本経済の長期低迷を印象

 づける効果があると考えられるので、こちらの記事は 「景気」に分類した。

3)① 新聞への接触度は、「平日の新聞閲読時間」を自由回答でたずね、結果を4カ テゴリーにまとめたもの。②

 政府の経済政策への関心度の質問は、「新聞やテレビのニュースを見るとき、このような話題 〔政府の経済政

 策〕にどの程度関心がありますか」。回答選択肢は 「非常に関心がある」「ある程度関心がある」「あまり関心

 がない」「まったく関心がない」。
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